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○安芸太田町不妊治療費等助成事業実施要綱 

令和元年７月24日告示第42号 

改正 

令和３年３月31日告示第42号 

令和３年11月30日告示第72号 

令和４年５月26日告示第38号 

令和６年５月23日告示第29号 

安芸太田町不妊治療費等助成事業実施要綱 

 

安芸太田町不妊治療費助成事業実施要綱（平成25年告示第13号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この要綱は、子どもを持ちたいと希望する夫婦が受ける不妊検査・不妊治療及

び不育症検査・治療に要した費用の一部を助成することにより、その経済的負担の軽

減を図ることで、子どもを産みやすい環境を確保し、もって、子育て支援対策の充実

を目的とする。 

（不妊治療等の種類） 

第２条 この要綱で定める不妊治療費等の助成の種類は、次のとおりとする。 

(１) 不妊検査・一般不妊治療費助成 

(２) 不育症検査・治療費助成 

(３) 体外受精及び顕微鏡授精（以下「特定不妊治療」という。）並びに精子を精巣

又は精巣上体から採取するための手術（以下「男性不妊治療」という。）費助成

（以下「特定不妊治療費等助成」という。） 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(１) 医療保険各法とは、次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正11年法律第70号） 

イ 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

ウ 国民健康保険法（昭和33年法律第192号） 

エ 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

オ 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

カ 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

(２) 被保険者等とは、医療保険各法に規定する被保険者若しくは組合員又は被扶養

者をいう。 

(３) 自己負担額とは、助成対象者が助成対象となる検査・治療を受けた場合におい

て、その費用として自己が負担した額の合算額をいう。ただし、第１号における医

療保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合においては、被保険者、

組合員又は被扶養者が負担すべき額（当該医療費に対する他の法令に基づく給付及

び附加給付金がある場合はその額を控除するものとする。）の合算額をいう。 

(４) 医療機関とは、国内で不妊治療等を実施している医療機関をいう。 

(５) 特定不妊治療等とは、特定不妊治療及び男性不妊治療をいう。 

(６) 先進医療とは、厚生労働大臣が先進医療として告示した特定不妊治療等をいう。 
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(７) 審議中の技術とは、先進医療会議において審議が行われている特定不妊治療等

をいう。 

（不妊検査・一般不妊治療費助成） 

第４条 不妊検査・一般不妊治療費助成の対象者等については、別表１に定める。 

（不育症検査・治療費助成） 

第５条 不育症検査・治療費助成の対象者等については、別表２に定める。 

（特定不妊治療費助成） 

第６条 特定不妊治療費助成の対象者等については、別表３及び別表４に定める。 

（助成の決定及び交付） 

第７条 町長は、申請書を受理したときは速やかに審査を行い、助成の可否を決定する。 

２ 前項の規定により助成する旨の決定を行ったときは、不妊検査・一般不妊治療費助

成承認決定通知書（様式第３号）又は不育症検査・治療費助成承認決定通知書（様式

第７号）又は不妊治療費助成承認決定通知書（様式第10号）を当該申請者に通知する。 

３ 第１項の規定により不妊検査・一般不妊治療費を助成しないことを決定したときは、

不妊検査・一般不妊治療費助成不承認決定通知書（様式第４号）又は不育症検査・治

療費助成不承認決定通知書（様式第８号）又は不妊治療費助成不承認決定通知書（様

式第11号）にその旨及び理由を明示し、当該申請者に通知する。 

４ 当該年度分の助成対象か否かについては、申請が行われた日を基準とする。 

（婚姻関係の確認手法等） 

第８条 法律婚の場合、戸籍謄本により確認することとする。 

２ 事実婚の場合、次の各号に掲げる書類を提出させ、確認することとする。 

(１) 夫婦両人の戸籍謄本（重婚でないことの確認） 

(２) 夫婦両人の住民票（同一世帯であるかの確認） 

(３) 両人の事実婚関係に関する申立書（様式第13号） 

（助成金の返還） 

第９条 町長は、虚偽その他の不正手段により助成を受けた者に対して、助成した額の

全部又は一部の返還を命じることができる。 

（台帳の整理保管） 

第10条 不妊治療費等の助成の状況を明確にしておくため、町長は、不妊治療費等助成

事業台帳（様式第12号）を作成し、不妊治療費等の申請状況、助成状況等を記載し整

理する。 

（その他） 

第11条 当該助成金の交付に関しては、安芸太田町補助金等交付規則（平成16年規則第

43号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

２ この要綱に定めるもののほか、助成金の支給に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、令和元年７月24日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 

附 則（令和３年３月31日告示第42号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年11月30日告示第72号） 

この告示は、令和３年12月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 
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附 則（令和４年５月26日告示第38号） 

この告示は、令和４年５月26日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（令和６年５月23日告示第29号） 

この告示は、令和６年５月23日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

別表１（第４条関係）（不妊検査・一般不妊治療費） 

対象者 対象者は、次のいずれにも該当する者とする。 

(１)特段の理由がある場合を除き、夫婦ともに安芸太田町

内に住所を有し居住実態がある者 

(２)不妊検査・一般不妊治療を開始した際、婚姻をしてい

る夫婦。原則、法律婚を対象とするが、生まれてくる

子の福祉に配慮しながら、事実婚関係にある者を対象

とする。 

(３)検査・治療開始時の妻の年齢が42歳以下である夫婦 

(４)町民税等を滞納していない者 

対象とする治療等 １ 平成31年４月１日以降に医療機関において夫婦が共に受

けた検査・治療で、それぞれの検査・治療を開始した日か

ら２年以内のものとする。なお、「検査・治療」とは、医

師が不妊症の診断・治療のために必要と認める一連の不妊

検査、タイミング療法、薬物療養、人工授精、男性不妊治

療等をいい、次に掲げるものは含まないものとする。 

(１)体外受精及び顕微授精 

(２)夫婦以外の第三者の精子、卵子又は胚の提供による不

妊治療 

(３)この事業の対象となる夫の精子とその妻の卵子を体外

受精して得た胚を当該妻以外の第三者に注入して、当

該第三者が妻の代わりに妊娠又は出産するもの 

２ 前項において、「夫婦が共に受けた検査・治療」とは、

夫婦が別の医療機関において検査・治療を受けた場合を含

むものとする。ただし、夫婦のいずれか一方が検査・治療

を開始した日の翌日から起算しておおむね３か月以内に、

もう一方が検査・治療を開始した場合に限るものとする。 

助成の額及び回数 １ 上限額を10万とし、窓口支払額の７割を県及び町が助成

し、自己負担額が窓口支払額の３割となるよう、町の助成

額を次の各号により算出する。 

(１)医療機関等の窓口で支払った額（入院治療費及び食事

代を含む。ただし、差額ベッド代及び病衣等日用品代

は含めない。）に10分の７を乗じた額から、広島県不

妊検査費等助成事業で交付された助成金額を控除す
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る。 

(２)広島県不妊検査費等助成事業において助成の承認決定

をされていない者については、医療機関等の窓口で支

払った額に10分の７を乗じた額を町が助成する。 

(３)助成額に1,000円未満の端数が生じる場合はこれを切り

捨てるものとする。 

２ 助成は一組の夫婦に限り原則１回限りとし、町長が認め

る場合はこの限りではない。 

助成の申請等 １ 検査・治療開始時の妻の年齢が、35歳未満の者で、広島

県不妊検査費等助成事業に基づく助成が決定した日から起

算して２か月以内に、不妊検査・一般不妊治療費助成申請

書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提

出するものとする。ただし、遅延理由書の提出により、や

むを得ない事情がある者として町長が認める場合は、この

限りでない。 

(１)広島県不妊検査費等助成事業助成決定通知書（写し） 

(２)広島県不妊検査費等助成申請に係る証明書（写し） 

(３)医療機関が発行する領収書（写し） 

(４)その他町長が必要と認める書類 

２ 検査・治療開始時の妻の年齢が、35歳以上42歳以下の者

や34歳以下の者で、広島県不妊検査費等助成事業に基づく

助成が決定しなかった者は、検査・治療を終了した時（夫

婦いずれか遅い方）の翌日から起算して２か月以内に、次

に掲げる書類を添えて、町長に提出するものとする。ただ

し、遅延理由書の提出により、やむを得ない事情がある者

として町長が認める場合は、この限りでない。 

(１)不妊検査・一般不妊治療費助成申請に係る証明書（様

式第２号） 

(２)住所を確認できる書類（住民票等） 

(３)医療機関が発行する領収書（写し） 

(４)（院外処方がある場合のみ）院外薬局が発行するレシ

ート以外の領収書（写し） 

(５)振込先口座番号等が確認できるもの（写し） 

(６)その他町長が必要と認める書類 

３ 申請等事務手続に当たる職員は、助成を受けようとする

夫婦の心理及びプライバシーに十分配慮しなければならな

い。 

別表２（第５条関係）（不育症検査・治療費） 

対象者 対象者は、次のいずれにも該当する者とする。 
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(１)特段の理由がある場合を除き、夫婦ともに安芸太田町

内に住所を有し居住実態がある者。不育症検査・治療

を開始した際、婚姻をしている夫婦。原則、法律婚を

対象とするが、生まれてくる子の福祉に配慮しなが

ら、事実婚関係になる者も対象とする。 

(２)医療機関において不育症と診断され、治療の必要が認

められた者 

(３)被保険者等又は生活保護法（昭和25年法律第144号）第

15条に規定する医療扶助若しくは中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第30号）第14条に規定する医療支援給付の対象外の

治療を受けた者 

(４)町民税等を滞納していない者 

対象とする治療等 １ 平成31年４月１日以降に開始した不育症検査・治療等に

関する治療費及び検査料（以下「治療費等」という。）と

する。（入院治療費及び食事代を含む。ただし、差額ベッ

ド代及び病衣等日用品代は含めない。）。なお、治療期間

は不育症検査・治療等を開始した日から当該治療等に係る

妊娠による出産（流産、死産等を含む。）に伴い治療が終

了するまでの期間とする。 

２ 前項において、不育症検査・治療等とは、一般社団法人

日本生殖医学会が認定した生殖医療専門医が所属する医療

機関又は同等の能力を有する医療機関において、当該専門

医により不育症と診断された場合における治療及び当該治

療にかかる検査をいう。 

助成の額及び回数 １回の治療につき、上限額を10万とし、窓口支払額の７割

を県及び町が助成し、自己負担額が窓口支払額の３割とな

るよう、町の助成額を次の各号により算出する。 

(１)医療機関等の窓口で支払った額（入院治療費及び食事

代を含む。ただし、差額ベッド代及び病衣等日用品代

は含めない。）に10分の７を乗じた額から、広島県不

育症検査費用助成事業実施要綱に基づく助成額を控除

した額。広島県不育症検査費用助成事業において助成

の承認決定をされない者については、医療機関等の窓

口で支払った額に10分の７を乗じた額を町が助成す

る。 

(２)助成額に1,000円未満の端数が生じる場合はこれを切り

捨てるものとする。 
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助成の申請等 １ 助成を受けようとする者は、不育症検査・治療等が終了

した日の翌日から起算して２か月以内に、不育症検査・治

療費助成申請書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添え

て、町長に提出するものとする。ただし、遅延理由書の提

出により、やむを得ない事情がある者として町長が認める

場合は、この限りでない。 

(１)不育症検査・治療費助成申請に係る証明書（様式第６

号） 

(２)広島県不育症検査費用助成事業実施要綱に基づく助成

が決定した者は、不育症検査費用助成事業承認通知書

（写し） 

(３)不育症検査・治療等を行った医療機関発行の領収書

（写し） 

(４)その他町長が必要と認める書類 

２ 申請等事務手続に当たる職員は、助成を受けようとする

夫婦の心理及びプライバシーに十分配慮しなければならな

い。 

別表３（第６条関係）（特定不妊治療費等） 

対象者 対象者は、次のいずれにも該当する者とする。 

(１)申請時点において、特段の理由がある場合を除き、夫

婦ともに安芸太田町内に住所を有し居住実態がある

者。原則、法律婚を対象とするが、生まれてくる子の

福祉に配慮しながら、事実婚関係にある者も対象とす

る。 

(２)特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みが

ないか又は極めて少ないと医師に診断された者であっ

て、生殖補助医療の保険診療を行う保険医療機関にお

いて、保険収載されている特定不妊治療等を受けた夫

婦 

(３)治療期間の初日における妻の年齢が43歳未満である夫

婦 

(４)町民税等を滞納していない者 

対象とする治療等 １ 令和４年４月１日以降に開始したものであって、次の条

件のいずれかに該当するものとする。 

(１)保険診療で実施される生殖補助医療等と併せて行われ

る先進医療。ただし、治療期間の初日において先進医

療であり、広島県特定不妊治療支援事業の承諾を得て

いるもの。 

(２)先進医療等を併用することにより、本来保険適用とな
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る生殖補助医療も含め、全額自費診療となった治療。

ただし、広島県特定不妊治療支援事業の承認を得てい

るもの。 

(３)生殖補助医療のうち、保険適用となる生殖補助医療に

おける治療であって、別表４のＡからＦまでのいずれかに

該当するもの。 

２ 次に掲げる治療方法は、助成の対象としない。 

(１)夫婦以外の第三者から、精子、卵子又は胚のいずれかの

提供を受けた不妊治療 

(２)代理母（妻が卵巣及び子宮を摘出等により、妻の卵子が

使用できず、かつ、妻が妊娠できない場合に、夫の精子を

妻以外の第三者の子宮に医学的な方法で注入し、当該第三

者が妻の代わりに妊娠及び出産するもの）によるもの 

(３)借り腹（夫の精子と妻の卵子は使用できるが、子宮摘出

等により、妻が妊娠できない場合に、夫の精子と妻の卵子

を体外受精して得た胚を妻以外の第三者の子宮に注入し

て、当該第三者が妻の代わりに妊娠及び出産するもの）に

よるもの 

(４)卵胞が発育しない等により卵子採取以前に治療を中止し

たもの 

助成の額、回数及

び期間 

１ １回の治療につき15万円を上限とし、助成対象者の自己

負担額の７割を県及び町が助成し、自己負担額が３割とな

るよう、町の助成額を次の各号により算出する。 

(１)助成の対象となる生殖補助医療費の額（以下「助成対

象額」）は、１回の治療につき医療機関に支払った額

（助成対象者が負担した額とし、複数の対象医療機関

に支払ったものは合算した額に証明書発行代を含む）

に10分の７を乗じた額とする。 

(２)助成額に1,000円未満の端数が生じる場合はこれを切り

捨てるものとする。 

(３)助成の対象となる回数及び期間については、広島県特

定不妊支援事業実施要綱に基づくものとする。 

助成の申請 １ 助成を受けようとする者は、原則として、治療が終了し

た日の属する年度内又は治療が終了した日の翌日から起算

して２か月以内若しくは夫又は妻のいずれか一方が、広島

県不妊治療支援事業実施要綱に基づく助成が決定した日か

ら起算して２か月以内のいずれか遅い日までに申請するも

のとする。安芸太田町特定不妊治療費等助成申請書（様式

第９号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出するも
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のとする。ただし、遅延理由書の提出により、やむを得な

い事情がある者として町長が認める場合は、この限りでな

い。 

(１)安芸太田町特定不妊治療費等助成申請に係る証明書

（別記様式第14号） 

(２)広島県特定不妊治療支援事業承認決定通知書（写し） 

(３)広島県特定不妊治療支援事業申請に係る証明書（写

し） 

(４)医療機関発行の領収書（写し）、院外処方の薬局の領

収書（写し） 

(５)その他町長が必要と認める書類 

２ 申請等事務手続に当たっては、助成を受けようとする夫

婦の心理及びプライバシーに十分配慮しなければならな

い。 

別表４（第６条関係）（助成対象となる生殖補助医療） 

１ 助成対象となる生殖補助医療は、次のいずれかに該当するもの。なお、採卵に

至らないケース（侵襲的治療のないもの）は助成対象とならない。 

Ａ：新鮮胚移植を実施 

Ｂ：採卵から凍結胚移植に至る一連の治療を実施（採卵・受精後、胚を凍結し、母

体の状態を整えるために１～３周期の間隔をあけた後に胚移植を行うとの治療方針

に基づく一連の治療を行った場合） 

Ｃ：以前に凍結した胚による胚移植を実施 

Ｄ：体調不良等により移植のめどが立たず治療終了 

Ｅ：受精できず、又は胚の分割停止、変性、多精子授精などの異常授精等による中

止 

Ｆ：採卵したが卵が得られない、又は状態のよい卵が得られないため中止 

М：男性不妊治療（特定不妊治療のうち精子を精巣又は精巣上体から採取するため

の手術）なお、採卵準備前に男性不妊治療を行なったが、精子が得られない、又は

状態のよい精子が得られないため治療を中止した場合も対象とする。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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様式第５号（第５条関係） 
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様式第６号（第５条関係） 
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様式第７号（第７条関係） 
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様式第８号（第７条関係） 
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様式第９号（第６条関係） 
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様式第10号（第７条関係） 
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様式第11号（第７条関係） 
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様式第12号（第10条関係） 
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様式第13号（第８条関係） 
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様式第14号（第６条関係） 

 


